
茨城大学地域総合研究所年報，Nα38，　pp．1－23，2005

市民運動としての裁判（1）

水戸市全隈町における産業廃棄物最終処分場建設
に反対する事例をとおして

小　林　三　衛（茨城大学地域総合研究所名誉所員）

1．序説執筆の動機，裁判研究の方法論をふまえて　　　　　4次総合計画」のなかで，「現存する樹林地を積

2．裁判にいたるまでの運動の経緯　　　　　　　　　　極的に保全し，緑の一大拠点と」すると述べてい

ω全隈町の概況　　　　　　　　　　　　　　　　る場所であり，そのうえ水戸市の水道水源の田野

（2）産業廃棄物最終処分場建設計画　　　　　　　　　　川が位置するところである。ここに産業廃棄物最

（3）産業廃棄物最終処分場建設に反対する運動（以上本　　　終処分場が建設されれば，この環境が破壊され，

号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水道水が汚染されるおそれがある。重大事態であ

3．全隈町産業廃棄物最終処分場建設差止請求事件（人格　　　る。これにたいして，市民団体，婦人団体，労働

権裁判）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組合，その他の団体（16団体）が連絡会をつくり，

ω産業廃棄物最終処分場建設差止仮処分命令の申立　　　　反対運動に立上った。現地調査，シンポジウムの

②水戸地方裁判所の決定　　　　　　　　　　　　　開催，署名運動，投書運動，対市・対県交渉，県

（3）水戸地方裁判所決定の検討　　　　　　　　　　　知事・県議会・市長・市議会への要請書・陳情書

（4）産業廃棄物最終処分場建設差止請求の提訴（本訴）　　　の提出，全隈の住民との話合い，処分場建設同意

（5）水戸地方裁判所の判決　　　　　　　　　　　　　の撤回などをおこない，県知事の不許可処分を導

（6）水戸地方裁判所判決の検討　　　　　　　　　　　　き出すことができた。しかし事業者が厚生大臣に

4．産業廃棄物最終処分場建設に伴う埋立工事差止請求事　　　審査請求をし，厚生大臣は，これを認あ，茨城県

件（共有林裁判）　　　　　　　　　　　　　　　　知事の不許可処分を取消す裁決をした。これによっ

ω産業廃棄物最終処分場建設に伴う埋立工事差止請求　　　て，裁判による以外に運動をっづけることができ

の提訴　　　　　　　　　　　　　　　　　　なくなった。ゴルフ場造成計画のときは，やれる

（2）水戸地方裁判所の判決　　　　　　　　　　　　　ことはなんでもやろうといって，裁判も加えよう

（3）水戸地方裁判所判決の検討　　　　　　　　　　　　としたが，弁護士から裁判をすると，他の運動が

（4）産業廃棄物最終処分場建設に伴う埋立工事差止請求　　　停滞するといわれて，止めた。今度の産業廃棄物

の控訴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最終処分場にっいては，裁判以外に運動の方法が

（5）東京高等裁判所の判決　　　　　　　　　　　　　なくなったので，裁判を積極的に提起することに

（6＞東京高等裁判所判決の検討　　　　　　　　　　　　なった。まず，産業廃棄物最終処分場建設差止仮

処分命令の申立（人格権裁判と称している）である。

1．序説　執筆の動機，裁判研究の方法論をふま　　　っぎに，これを補完するために，処分場に隣接し

えて　　　　　　　　　　　　　　　　　ている共有林の持分権者で，処分場に反対してい
またくま

水戸市全隈町に産業廃棄物最終処分場が建設さ　　　る人が産業廃棄物最終処分場建設に伴う埋立工事

れると聞いて，たいへん驚いた。その予定地は，　　　差止請求の訴訟（共有林裁判と称している）を提起し

水戸市森林公園（成沢地区）に隣接し，農村活性　　　た。すでに，人格権裁判の仮処分命令は，その決

化住環境整備事業の計画区域に近く，「水戸市第　　　定をうけ，本訴が係属中であり，共有林裁判は，
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第1審で勝訴し，東京高等裁判所に係属している。　　い。証拠書類，本人の訊問内容，証人の証言内容

これらの裁判は，いずれも重要であり，それらを　　　は，客観的事実を知るための最も有力な資料であ

できるだけ詳しく記録しておきたいということが　　　るが，訴訟記録を閲覧しなければ，わからないの

本稿執筆の動機である。　　　　　　　　　　　　　である。これらがわからないで，裁判の研究をす

わたくしは，以前に「裁判研究の方法にっいて　　　るのは，もどかしい」（12ページ）。「訴訟記録がい
（1－1）

の一試論」を書いたことがある。その概要を述　　　かに重要であるかを最も端的に示したのは，広津

べておく。裁判は，個別的具体的事件について，　　　和郎氏の「松川裁判」であろう。あの迫力ある筆

黒白の判断をっけるのであるから，なによりも事　　　致は，精魂を傾けて訴訟記録を調べたところから

実関係の正確な認定から出発しなければならない。　　出たものといえよう」（13ページ）。訴訟記録の保

裁判の研究においても，事実関係に重点をおくべ　　　存期間は，事件記録等保存規程（最高裁判所規程第

きであるが，それも，裁判官が認定した事実の枠　　　8号）によれば，裁判によって完結したものにっ

内にとどまっていたのでは，ふじゅうぶんであり，　　いては，10年，その他（和解，調停など）にっい

客観的事実へ接近することが必要である，と思わ　　　ては，7年である（4条）から，それを過ぎれば，

れる。その方法として，訴訟記録の閲覧，慣行を　　　廃棄されてしまう。そうすれば，裁判所では，閲

含めた事実関係の調査，当事者からのヒヤリング　　　覧できないが，当事者や弁護i士などが所持してい

などが考えられる。事件によっては，政治的社会　　　る場合があるので，可能性が残っている（13ペー

的経済的背景などの探究も必要とされよう。判例　　　ジ）。記録または事件書類で，「特別の事由により

集に登載されない判決の取扱いにも留意しなけれ　　　保存の必要あるものは，保存期間満了後も，その

ばならない（4ページ）。「訴訟記録は，周知のよ　　　事由のある間保存しなければならない」し，「史

うに，訴状，答弁書，準備書面，口頭弁論の記録，　　料又は参考となるべきものは，保存期間満了の後

証拠書類，本人の訊問内容，証人の証言内容，鑑　　　も保存しなければならないことになっているから

定書，その他当該裁判に関するいっさいの記録を　　　（事件記録等保存規程9条1風2項），大学あるいは学

包含している。したがって，これを全部閲覧すれ　　　会などから当該裁判所に要請し，裁判所の協力が

ば，裁判過程の全体を知ることができる。訴訟記　　　得られれば，目的が達せられる」（14ページ）。

録を閲覧しておけば，裁判官に近い立場で当該事　　　　わたくしは，この方法論を抽象的に述べている

件を検討することができるのである。訴訟記録は，　　だけではなく，実際に裁判研究に適用している。

裁判が確定してから廃棄処分にするまでは，上級　　　『国有地入会権の研究』第3章国有地入会権の裁

裁判所の分も含めて，第1審の裁判所で保管して　　　判は，原則として，この方法論にもとついてい
（1－2）

いるから，閲覧が可能である」。わたくしは，入　　　る。国有地入会権の存在を否定し，国が金科玉

会権裁判にっいて，20数ヵ所（支部を含む）で，　　　条として，支持してきた1915年3月16日の大審院

約30件の訴訟記録を閲覧している（10～11ページ）。　　判決の訴訟記録は，すでに廃棄されてしまったが，
ちいさがた

訴訟記録のなかで，わたくしがいちばん関心をもっ　　　2っの事件のうち，長野県小県郡東内村・西内村

ているのは，証拠書類，本人訊問内容，証人の証　　　の記録は，丸子町役場に完全に保存されており，

言内容である。判決文では，「甲何号証，……原　　　茨城県西茨城郡大池田村池野辺の記録は，裁判の

告証人某，……の各証言，原告本人訊問の結果並　　　代表者である清水常吉の長男が部分的に保存して

びに弁論の全趣旨を総合すると次のような事実が　　　おり，これらを借用し，研究に役立てた。青森県

認められる」とか，「乙第何号証，……被告証人　　　の屏風山と称されている山林で，立木代金の分配

某，……の各証言は措信するに定りない」とかと　　　をめぐって争われた事件にっいて，国有地入会権

書いてあるが，個々の内容を明示していない。と　　　の存在を容認するにいたった1973年3月13日の最

くに「措信しない」という場合は，全然わからな　　　高裁判所判決にっいての記録も，青森地方裁判所
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ひらくえ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あほっ

鰺ヶ沢支部で閲覧した。事件の現地の調査をして　　　高根（49石），開江（497石），谷津（265石），木葉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　けﾝると，訴訟記録は得られなくとも，これを補う　　下（294石）．三ヶ野（93石）の諸村が町村制の施
（2－1－1）

ような資料を見たり，話を聞いたりすることがで　　　行（1889年）によって，山根村を構成し，全隈，

きる。このような方法論をとらなければ，上記の　　　成沢（高根を含む），開江，谷津，木葉下（三ヶ野を

著書は，できなかったであろう。他の入会権裁判　　　含む）の5大字となり，全隈に役場が置かれた。
（1－3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かみなかっま　　　　　か　わ　だ

の研究についても，同じようにしている。　　　　　1955年，成沢を除いて，上中妻村，河和田村の一

本稿では，全隈町における産業廃棄物最終処分　　　部と合併し，赤塚村を設置し（成沢は飯富村に入る），

場建設反対の裁判にっいて，市民運動としてとら　　　1958年，水戸市に編入された（飯富村は1957年に編入）。

え，上記の方法論にもとついて，すすめていきた　　　　旧山根村の地目別，所有者別土地面積は，菊池

い。わたくしは，人格権裁判においては，債権者　　　金光『東茨城郡大勢』によれば，1909年現在，第
（2－1－2）

の1人，原告の1人であるから，係争中であって　　　1表のとおりである。山林は，942町7反6畝29

も，訴訟記録の閲覧ができる。すでになん日も通っ　　歩で，村の56．7％，これに原野118町8反2畝14

ている。通算して100時間は超えている。裁判所　　　歩を加えると，1061町5反9畝13歩になり，63．8

は，自宅から近いし，好意的に対応してくれてい　　　％を占めている。概して多い，といえる。社寺有

る。記録のコピーも，弁護会に頼めば，すぐ来て，　　（地目別ではその他）には照葉樹林が含まれているで

とってくれる。また，裁判の代理人を委任してい　　　あろうから，その分がこれに加わる。ただし大字

る水戸翔合同法律事務所にも協力していただいて　　　別のデータがないので，全隈と他の大字の比較は
（2－1－3）

いる。訴訟記録は，膨大であり，とくに証拠書類　　　できない。地形図などを見ると，全隈は，他の

は，甲号，乙号合わせて，300点にもなっている　　　大字よりも山がちであるので，山林，原野が多い，

ので，これらを読みこなし，整理し，体系化する　　　と推測される。原野のうち，20町3反3畝歩は，

ことは，容易ではないが，生活環境を保全し，水　　　村有その他団体有となっているが，団体有の内容

道水の汚染を防止するために，運動を完徹してい　　　は，わからない。部落有とも思われるが，部落有
（2－1－4）

かなければならないし，上記のような方法論にも　　林野統一は，なかったようである。社寺有は，

とつく裁判研究を深化するためにまたとない機会　　　社有7反5畝12歩，寺有4反16歩であるが，大字

であるから，漸次すすめていくっもりである。　　　　名も，社寺名も知りえない。現在，全隈に24．7015

haの34名共有地（山林26筆，原野4筆，雑種地3等）

2．裁判にいたるまでの運動の経緯　　　　　　　　があるが，私有地に入るであろう。これは，直接，

（1）全隈町の概況　　　　　　　　　　　　　　　裁判に係わるので，後に詳述する。

幕藩体制崩壊後，全隈（659石），成沢（656石），　　　　全隈と成沢に水戸市森林公園がある。水戸営林

第1表　旧山根村地目別・所有者別土地面積
（単位：町歩）

　　　所有者
n　目　　一

私　　　有 村有その他団体者 社寺有 国　　　有 計

水　　　　田 117．5214 117．5214

畑 380．6524 380．6524

山　　　　林 734．7901 207．9728 942．7629

原　　　　　野 25．0615 20．3300 73．4229 118．8214

池　　　　　沼 5．3604 5．3604

宅　　　　　地 36．5117 36．5117

そ　　の　　他 1．1528 1．1528

計 1354．5511 20．3300 L1528 286．7701 1662．8110　’
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（2－1－6）

署（現在は茨城森林管理署）所蔵の「国有森林地籍台　　　り，山林，原野の荒廃をきたしている。それがゴ

帳」によると，国有林のうち，1952年1月16日，　　　ルフ場や産業廃棄物処分場に狙われ，土地所有者

大字成沢字成沢3番6の1町5反1畝7歩，同字　　　や周辺の住民も，土地の賃貸料などを期待したり，

長峰1447番2の5町3反7畝21歩を山根村に，　　　これらの施設に雇用されることを夢見たりし，そ

1962年4月28日，同字成沢3番8の51町1反9畝　　　れに村落共同体の重しが加わり，これらに対抗す

23歩を水戸市に（成沢計58町8畝21歩），1957年5月　　　る力をなくしている。

22日，大字全隈字中山1416番1の40町5反2畝27　　　水戸フォーラム・ゴルフ場造成計画は，1988年

歩，同字馬場ヶ入1483番1の17町4反5畝8歩を　　　のはじめから市民には知らせず，潜行的にすすめ

赤塚村に（全隈計57町9反8畝5歩）払下げている。　　　られた。市民がこの計画を知ったのは，1990年に

これらをもとにし，道路，駐車場，その他の用地　　　なってしばらくすぎてからである。市民団体が市

を取得し，1968年に水戸市森林公園が造成された。　　長に交渉したとき，「今から反対しても遅い」と

その目的は，「明治100年記念事業として，自然環　　　いわれたが，この計画の予定地は，2っの森林公

境の保全及び緑の育成を図り，市民に自然とのふ　　　園の間に割って入り，その南に広がる133．8haに

れあいの場を供する」（水戸市森林公園説明文書）こ　　　及んでおり，水戸市の限られた山林，原野が破壊

とである。1987年現在の森林の面積は，全隈（前　　　されることを見過すわけにはいかなかったので，

沢地区と称されている）が59．6011ha，成沢地区が　　　茨城の自然と環境を考える会，日本野鳥の会茨城

62．7749haである。水戸市が1982年から前沢地区　　　支部，婦人有権者同盟水戸支部，新たに結成され

の森林公園に隣接する私有地を自然観察植物園，　　　た水戸市の自然と水を守る会などが反対運動をは

山羊飼育舎，山羊乳チーズ加工場などのために借　　　じめた。差迫っていたので，それぞれ，可能なご

用していたが，1999年にこれを買入れた。その面　　　とはなんでもやろうといって，予定地の見学，ゴ

積は，23．4672haであり，これを加えて，前沢地　　　ルフ場造成反対のリーフレット・ビラづくり，署

区は，83．0683haとなり，森林公園の全体は，　　　名集あ，シンポジウムの開催，地方自治法による

145．8432haに達した。前沢地区は，自然環境活　　　住民監査請求，水戸市情報公開条例・茨城県公文

用センター，森のシェーブル館，山羊飼育舎，自　　　書開示条例による水戸フォーラム関係書類の開示

然観察植物園，鳥獣保護養繁殖施設，郷土文化保　　　請求，「森林公園周辺のゴルフ場建設計画を白紙

存伝習施設（炭焼小屋，水車小屋），野外緑地広場施　　　にもどし，水と緑の保全を求める陳情書」の提出，

設，恐竜の森などが設けられているが，成沢地区　　　水戸市長などとの交渉，水戸市議会各政党・会派

は，自然そのままの状態になっている。その後，　　　への要請，水戸市議会総務環境委員会における意

面積に増減があり，2004年12月現在，前沢地区が　　　見陳述，保安林計画などの調査，一坪運動，その

85．5204ha（2．4521ha増），成沢地区が57．9656ha　　他を実行した。これらの運動の成果と思われるが，

（4．8093ha減），合わせて，143．486ha（2．3575ha減）　　　水戸市長は，1991年3月29日，ゴルフ場に係わる

である（水戸市農地課）。増減の理由は，はっきりし　　　土地開発事業の取扱方針（1987．12．18公告，茨城県報
（2－1－5）

ない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　号外148号）にもとついて，「本地域ゴルフ場開発

水戸市は，山林，原野が少なく，その所在は，　　　は促進されるべきではない」との調整意見書を茨

旧山根村に限られるといってよいほどであり，こ　　　城県知事に提出した（第6，第8の4号参照）。知事

れを擁護することが必要であると考えられるが，　　　は，これを受けて，市長に意見再確認をしたうえ，

外材の輸入がすすめられるにしたがって，国内の　　　同年5月8日，水戸フォーラム・ゴルフ場の事前

木材価格が低迷し，それに加えそ，農林業の後継　　　協議の申出を不受理とした（取扱方針第7の1号，第

者が減少し，下草刈，下枝の伐採，古損木の除去，　　　8参照）。これで，ゴルフ場造成計画は，不可能に　　　一
（2－1－7）

間伐，病虫害の駆除，林道の補修などの管理が滞　　　なった。
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一坪運動は，特徴があり，効果が大きく，全国　　　抗できることになった。この土地は，67㎡である

版にも報道され，これをあぐって，裁判になり，　　　から，1人の持分を数量的にあらわすと，0．67㎡

最高裁判所まで争われたので，その概略を記して　　　になり，1坪の20分の1である。小面積であるか

おく。一坪運動の思想は，ナショナル・トラスト　　　ら，除外して造成をすすめられるおそれがあった

の流れに位置づけられるであろうが，よりきびし　　　し，県（水土地対策課）では，「共有地の地権者全

い状況のなかから生まれた，といえる。これが特　　　体をまとめて一人と数える」という考えをもって

徴である。土地を共有することによって，村落共　　　いたと報じられていた」（いはらきく茨城新聞社＞199α

同体の重しを取除き，ゴルフ場に係わる土地開発　　　12．9）ので，一坪運動だけで，阻止できたとはい

事業の取扱方針に定める事前協議申出の要件の1　　　えない。前記の諸運動があいまって，目的を達成

っである「開発区域に係わる官公有地を除く土地　　　したのである。

所有者及び総面積のそれぞれ90％以上の同意を得　　　　一坪運動は，面積を厳密にあらわすものではな

ているものであること」（第7の3号）を充たせな　　　いから，百里基地の一坪運動のように，ちょうど

くなるなどの効果がある。一坪運動の対象となっ　　　1坪の場合もあるし，沖縄県の一坪地主のように，

た土地は，水戸市全隈町字岡1299番の1で，地目　　　1坪の100倍の場合もあるし，このゴルフ場反対

原野，面積67㎡，所有者は，柳岡ひさ（敬称省略，　　　のように，1坪の20分の1の場合もある。要する

以下同じ，登記名義は母の篤さた）である。1990年11月　　　に，きびしい差迫った状況において，多数の人が

26日の水戸市の自然と水を守る会の臨時総会で発　　　土地を共有し，その連帯によって，土地所有権の

表された。本人も，特別出席し，「有効に使って　　　排他的，全面的支配を挺子として，権力や資本に

ほしい」と挨拶した。土地を提供してくれるといっ　　　対抗し，軍事基地の造成，工業開発，リゾート開

ても，無償で受けるわけにはいかないから，水戸　　　発などを阻止し，平和，自然環境を擁護すると
（2－1－8）

市の自然と水を守る会は，募金をよびかけること　　　ころに，一坪運動の思想がある，と考えられる。

にした。「このとりくみの最大の目的は，対象土　　　　この土地は，鳥さたの所有（登記名義は亡夫鳥六之

地を多くの人達の共有にすることによって買収を　　　助）で，ゴルフ場造成の予定地内にあり，これを

防ぐことにあります」という趣旨で，共有持分権　　　水戸市の自然と水を守る会に提供しようとしてい
（2－1－9）

100分の1を5000円で購入していただくように求　　　ることを察知した高儀満威がこれを阻止するため

めた。これが各紙に報道され，とくに朝日新聞は，　　に，かって父の高儀清が鳥六之助に金を貸し，そ

全国版に取上げた。「ゴルフ場阻止を目的とした　　　の抵当権が登記簿に残っていることに気が付き，

ナショナルトラスト運動は全国的にも珍しく，同　　　これを手がかりに，鳥さたを相手として，1990年

県内では初あて」。「同会は結成以降署名運動に取　　　11月16日，この土地の譲渡，質権・抵当権・賃借

り組んで来たが，建設阻止のキメ手に乏しく，よ　　　権の設定，その他いっさいの処分禁止の仮処分を

り実効力のある手段として「一坪運動」のアイデ　　　水戸簡易裁判所に申立てた（1990年（ハ）214号，所有

アが浮上した」（1990．11．27夕刊）。この反響は，大　　　権移転登記手続請求事件）。その理由は，高儀清が蔦

きく，一時期，事務局長宅は，問合せの電話が1　　　さたからこの土地を貰受けたこと（代物弁済），そ

日中鳴り，その応答に追われた。応募者は，1ヵ　　　うでないとしても，高儀清，高儀満威が20年以上

月ほどで，100名に達した。応募者の所在地は，　　　この土地をじぶんのものとして使用してきたので，

水戸市50名，水戸市以外の茨城県17名，茨城県外　　　時効が完成していることである。水戸簡裁は，11

33名である。所有権（記名共有）の移転登記は，　　　月22日，仮処分の決定をした。これにもとついて，

住民票などの必要書類がととのいしだい，1991年　　　同日，その旨の登記をした。これにたいし，鳥さ

1月4日，60名，同年2月25日，38名，しばらく　　　たは，1990年12月25日，水戸地方裁判所に仮処分

遅れて，2名が完了した。これで，第三者にも対　　　決定の取消を求める異議申立をした。っついて，
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高儀満威は，1991年7月17日，この土地の所有権i　　助に金員を貸した代償として本件土地を管理する

移転登記を求める訴えを水戸地裁に提起した　　　ことになった旨の部分があることからしてにわか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一i1991年（ワ）214号）。2っの裁判が平行してすすめら　　　に採用できず」，「代物弁済により取得したとする

れた。直接的，形式的には，高儀満威と罵さたの　　　主張は失当である」。「清ないし控訴人において昭

裁判であるが，間接的，実質的には，水戸フォー　　　和一五年春から昭和三五年までの間本件土地にっ

ラム・ゴルフ場を造成しようとしている僧楽園ゴ　　　き客観的に明白な程度に排他的な支配状態を継続

ルフ倶楽部と共有者100名ないし水戸市の自然と　　　して占有したことを認めるに足りる証拠はない」

水を守る会，その他の市民団体との裁判である。　　　し，「清は本件土地の抵当権者としての立場しか

異議申立は，1992年1月27日の判決によって，　　　有しなかったものであり，本件土地にっいてはそ

鳥さたが勝訴した。その理由は，代物弁済にっい　　　の性質上所有の意思のないものとされる権原を有

て，それを受けたという証拠がない，時効取得に　　　したるに止まるというべきであるから，時効取得

っいて，鳥六之助・さたが1940年春ごろまでに，　　　したとする主張は失当である」。高儀満威は，最

土地を処分して，全隈を離れたとき，この土地だ　　　高裁判所に上告した（1994年（オ）1501号）。上告理由

けが残ったが，それはこの土地の存在を失念して　　　で，本件地域社会における常識的経験法則に抵触

いたこと，高儀清・満威もこの土地が鳥さたのも　　　する原審判決の認定は，架空の証拠のない現実か

のであると聞きながら，・移転登記を求めなかった　　　ら遊離した観念的な経験法則を前提としたもので

ことなどから，時効成立の要件である「所有ノ意　　　あって，判決の結論に影響を及ぼす明白な法令の

思ヲ以テ占有」する（民法162条）という事実がな　　　違背がある，原審判決の事実の認定にっいては，

い，としている。これにたいして，高儀満威は，　　　民法186条の推定と立証責任の帰属を誤り，長期

東京高等裁判所に控訴した。裁判所が和解を勧告　　　取得時効の要件としての上告人の「所有ノ意思」

し，1992年7月7日，成立した。和解といっても，　　を採証の法則に反して否定し，審理不尽の違法が

決着がっいたわけではなく，もう1っの裁判にし　　存する，と主張した。最高裁は，1994年11月24日，

ぼるということである。　　　　　　　　　　　　　上告を棄却し，「所論の点に関する原審の認定判

もう1っの裁判は，高儀満威が蔦さたを相手と　　　断は，原判決挙示の証拠関係に照らし，正当とし

して，1991年7月17日，水戸地裁にこの土地の所　　　て是認することができる。論旨は，原審の認定し

有権移転登記を求めて，提訴した（1991年（ワ）214号　　　ない事実に基づいて原判決を非難するか，又は原

土地所有権移転登記手続請求事件）。主位的請求として，　　審の専権に属する事実の認定を論難するものにす
（2－1－10）

代物弁済，予備的請求として，時効取得を主張し　　　ぎず，採用することができない」，と理由を述べ

た。水戸地裁は，1993年3月1日，請求を棄却し　　　た。これで，完全に決着がっいた。高儀満威の策

た。その理由は，前記の異議申立事件とほぼ同じ　　　動は，砕じかれた。

である。高儀満威は，柳岡ひさ（1993年6月5日，　　　　ゴルフ場造成は，県が事前協議の申立を不受理

鳥さた死亡による訴訟承継人）を相手として，東京高　　　としたので，不可能になったが，一坪運動をめぐ

裁に控訴した（1993年（ネ）1241号）。請求の内容は，　　　る裁判が係属しており，最終的決着がっかないう

第1審と同じである。東京高裁は，1994年4月26　　　ちに，産業廃棄物最終処分場建設計画が持上った。

日，控訴を棄却した。その理由は，っぎのとおり　　　1993年ごろ（岡田広市長就任の1993年10月17日前後）か

である。「代物弁済として本件土地の譲渡を受け　　　ら隠密のうちにすすめられ，市や県は，業者（株

たとの主張事実にっいては」，「父の清から聞いた　　　式会社赤塚設備工業，以下赤塚設備という）を指導し，

こととしてそれに沿う部分があるが，いずれも極　　　協力していた。県知事は，1994年5月23日，業者

めてあいまいな伝聞にとどまるものであり」，「清　　　が提出した事業計画概要書を受理し（廃棄物処理施

自身の言として述べられているものの中にも六之　　　設等に係る事前審査要領く1992年茨城県告示1195号，以下事
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前審査要領という＞6（ノ）ア），6月1日，市長に事前　　　整備を行うことにより良好な住環境が創出され，

審査開始を通知し，9月8日に市長から意向等の　　　地域住民に限らず都市住民に対しても憩いの場を

報告をうけ（6（1）エ），1995年3月13日，事業計画　　　提供することが想定されること，良好な住環境を

書を受理している（612）ア）。これらの経過にっい　　　創出し，新規住民を含めた住民の定住化促進が地

て，市民はもちろん，市議会，県議会にも知らさ　　　域の活性化を図るうえで有効であると見込まれる

れていなかった。ちょうどこの時期に「水戸市第　　　ことをあげている。この地域は，部分的に2っの

4次総合計画」が出され（発行年月は不明であるが，　　　森林公園に接し，山根公民館，山根小学校，少年

巻頭の市長あいさっは1994年12月），そのなかで，「全隈，　　自然の家を含む広範囲となっている6さらにこの

木葉下等を中心とした西部丘陵地帯の樹林地は，　　　中に地域活力促進農業構造改善計画区域（ふれあ

本市の中で最も面的な広がりを持ち，動植物の生　　　い農場）が定あられている。その面積は，3．3ha

態系上も重要な自然環境として位置付けられます。　　で，1区画50㎡の貸農園（使用料は1㎡あたり年400円），

森林公園や観光果樹園等を中心にレクリエーショ　　その他の施設がある。貸農地は，ドイッなどの都

ン等の場として適正な活用を図るとともに，現存　　　市周辺に見られるクライン・ガルテンに相当する，

する樹林地を積極的に保全し，緑の一大拠点とし　　　と思われる。以上，水戸市西部丘陵地帯における

てネットワークの形成を図ります」（113ページ）　　　位置関係は，第1図のとおりである。ここで，注

と記している。「現存する緑地については積極的　　　意を引かれるのは，森林公園（成沢地区）と農村

な保全と適正な管理を図る」，「斜面緑地は，自然　　　活性化住環境整備計画区域の間にある空白の一地

環境の保護都市景観の確保のため一層の保全を　　　である。この空白を残さず，農村活性化住環境整

図る」とする程度にとどまっている「水戸市第3　　備区域を森林公園に接続させた方が一体観を持ち，

次総合計画」（1986年12月，53ページ）に比べると，　　　より効果的ではないか，と思われる。しかし，産

具体的，積極的になっていることがうかがわれる。　　業廃棄物最終処分場建設計画は，水戸市第4次総

これとほぼ同じ時期に農村活性化住環境整備計画　　　合計画の発表，農村活性化住環境整備計画区域の

区域が設定されている。茨城県農村活性化住環整　　　設定に先行しており，市は，前述のように，これ

備指導指針（1992年）によれば，．「良好な営農条件　　　を指導し，協力していたので，空白の一地を残し

や居住環境の保全を図り，活力ある地域社会を実　　　ていたという疑いを捨去ることができない。水戸

現するには，農業の健全な発展との調和を図りっ　　　市第4次総合計画の「樹林地を積極的に保全」す

っ農村における地域資源である農地を多面的に活　　　るということばに空空しい感じさえする。産業廃

用した，農村の整備を計画的に進めていく」こと　　　棄物最終処分場建設予定地は，森林公園と農村活

を基本的な考え方とし，整備対象となる地域に関　　　性化住環境整備計画区域の間であり，そのうえ，

する基本的事項として，農業振興地域（農業振興地　　　田野川流域の1つの水源地でもあり（第1図参照），

域の整備に関する法律6条1項）内にあるとともに，　　　この地域の環境とは全く相容れない異質なもので，

地域内に存する農用地を整備することにより将来　　　水戸市第4次総合計画とは乖離，矛盾している，

にわたって農業生産用地が確保・保全されるとと　　　といわなければならない。

もに，安定的な農業生産が継続されると見込まれ

ること，生活環境基盤および環境施設の整備を行　　　　②　産業廃棄物最終処分場建設計画

う必要性が高いこと，既存の居住地の周辺にまと　　　　産業廃棄物最終処分場建設計画の予定地は，前

まった農用地が存し，宅地，緑地・水辺空間用地　　　述のように，水戸市の西部丘陵地帯の樹林地の空

等の非農用地としての利用が可能であること，地　　　白の一地である。事業者は，赤塚設備で，その廃

域に存する土地，緑地，水辺等の資源を利用する　　　棄物処理施設の設置に係る事業計画書（1995年3月

と共に，居住地ならびに緑地・水辺空間等の創出・　　　13日）および産業廃棄物処理施設許可申請書
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（1996年3月21日），その他の資料によると，事業　　　されないよう，事前に排出事業者，運搬業者と連

の概要は，っぎのとおりである。施設は，安定型　　　絡をとる。車輌から荷降し前に，搬入された廃棄

最終処分場で，処理する物は，廃棄物の処理及び　　　物とマニフェストの記載内容を照合し，その廃棄

清掃に関する法律施行令に定あられている金属く　　　物がこの処分場で埋立できる品目かどうか確認し，

ず（2条6号），ガラスくずおよび陶器くず（7号），　　排出事業者など不明な廃棄物は受入れない。処分

いわゆる建築廃材（9号），廃プラスチック類（12　　場周辺の地下水の水質検査は，観測用井戸水を採

号ホ）である（安定5品目といわれるものからゴムくずを　　取し，定期的（1ヵ月1回以上）におこない，記録

除いた4品目）。計画地は，全隈町字一ノ沢1248番　　　表を作成し，6ヵ月に1回報告する。埋立開始前

地（菊池正巳所有，菊池はこの施設の最も積極的な推進者で　　　に地下水の水質を把握するたあ，その水質検査を

ある）外11筆（各筆の地番，面積，所有者は明らかにされ　　　しておく。水質検査の結果，異常が生じたときは，

ていない）。土地所有者は，菊池正巳の外，今川は　　　直ちに搬入を中止し，原因を調査し，知事と協議

っ，大技彪，薗部耕一，建設省（溜池），大蔵省　　　のうえ，必要な措置をとる。湧水が出る場合は，

（道路，水路）で，これらから借地する。埋立面積　　　集排水設備を設け，常に状態を監視する。埋立処

は，1，2254㎡，埋立容積は，12，7947㎡，敷地面　　　分終了後，閉鎖時まで，巡回監視，点検は，月1

積は，2，2660㎡ある。300m以内にある戸数は，　　　回，地下水の水質検査は，観測井戸水を採取し，

19戸，住居との至近距離は，170m，地下水使用　　　3ヵ月に1回以上おこなう。処分場は，埋立てた

は，全戸で，井戸の深さ6～8m，主に散水にあ　　　廃棄物の飛散・流出，埋立地からの浸出液による

てている。埋立予定期間は，11年とする。　　　　　　公共水域および地下水の汚染，埋立地からの火災

埋立は，自然の地形を利用し，処分場の底部に　　　発生防止の必要な措置が講じられていることを確

は表面の腐植土，ローム層を撤去し，泥岩層を露　　　認して，閉鎖する。地下水監視用井戸は，閉鎖後

出させ，階段状になるように削取っておこなう。　　　も残す。処分場の維持管理にあたっておこなった

廃棄物が3mの厚さになると，0．5mの中間覆土　　　点検，検査，その他の措置の記録は，5年間保存

をし，サンドイッチ状に積重ねていく。処分場の　　　する。地域住民の処分場に係る苦情などにっいて

北側と西側は，自然の傾斜を利用するが，南側は，　　は，誠意をもって対処するとともに，問題解決に

土地所有者の同意が得られなかったので，処分場　　　あたって，その記録を作成して，保管する。作業

として利用できず，コンクリートの仕切板を設置　　　時間は，午前9時から午後5時までとし，原則と

し，その南を普通土で埋める。東側は，堰堤を築　　　して，早朝，深夜の埋立作業，廃棄物の搬入はし

造する。堰堤の高さは，第1期で10m，第2期で　　　ない。

5mを継足す。堰堤の廃棄物と接する法面には，

厚さ1．5mmの遮水シートを張る。　　　　　　　　　　　（3）産業廃棄物最終処分場建設に反対する運動

維持管理にっいては，っぎのことを留意する。　　　　前述のように，産業廃棄物最終処分場建設計画

埋立地の周囲の囲いは，人が立入りできないよう　　　は，1993年10月ごろ持上ったが，これを市民団体

にしておく。埋立地の外に廃棄物が飛散，流出し　　がはじめて知ったのは，1995年5月25日である。

ないようにする。処分場の外に悪臭がでないよう　　　この日，水戸市の自然と水を守る会は，定例の運

に，必要に応じて防臭剤を散布する。運搬車輌，　　　営委員会を開いており，そこに情報がもたらされ
重機などは，低騒音，低振動型を使用する。埋立　　　た。すでに，知事は，廃棄物最終処分場の事業計　　　　　　　　　　　　　　一

地周辺からの雨水が流入しないように外周に開渠　　　画概要書，事業計画書を受理し，市長は，これら

を設ける。埋立地からの廃棄物の流出を防止する　　　にっいて，意見書を知事に提出することになって

擁i壁，堰堤などの施設は定期的（1ヵ月1回以上）　　　おり，その時期は，6月10日ごろで，産業廃棄物

に点検する。処分できる品目以外の廃棄物が搬入　　　最終処分場を認める内容になるのではないか，と
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いうことである。緊急事態となった。水戸市の自　　　共同体の有力者などが決あたことには，嫌でも従

然と水を守る会は，運営委員会において，産業廃　　　わなければならない。強制力が働いているのであ

棄物処分場の建設に反対することを決定した。と　　　る。これが「村の平和」である，という。なんど

りあえず，市長が意見書を提出する前に，これを　　　も耳にした。村落共同体の閉鎖的・非民主的・封

阻止する行動をとらなければならなくなった。　　　　建的維持体勢である，といえよう。この種の事業

これほど重大，かっ危険な事業が，県や市の行　　　者は，全隈にかぎったことではないが，行政に取

政においても，全隈という村落共同体においても，　　入り，かっ村落共同体の有力者をとおして，じぶ

1年半の間，その情報が外部に伝わらなかったこ　　　んに都合のよい体勢をっくり，産業廃棄物処分場

とは，なぜであろうか。それは，行政の，村落共　　　などの建設をすすめているようである。

同体の閉鎖性，別のことばでいえば，非民主性に　　　　6月8日，水戸市の自然と水を守る会は，「全

よるのではないか，と思われる。行政は，本来，　　　隈町に建設予定の産業廃棄物最終処分場にっいて

県民，市民のためになされるべきであるから，開　　　反対の意見回答をする要請書」を水戸市長に提出

放的，民主的でなければならない。とくに，県や　　　した。茨城の自然と環境を考える会，那珂川の清

市が許認可権をもって，かかわる事業にっいては，　　流を守る会，日本野鳥の会茨城支部，日本婦人有

広く県民，市民に伝え，その声を聞き，集約して，　　権者同盟水戸支部の代表も，同席し，それぞれ意

実施する必要がある。しかし，実際には，ゴルフ　　　見を述べた。この要請書提出は，新聞に報道され，

場造成計画においても，産業廃棄物最終処分場建　　　産業廃棄物最終処分場建設計画があることがよう

設計画においても，本来のあり方に逆行し，後に　　　やく県民，市民に知られるようになった。ゴルフ

明らかにするように，事業者寄りに傾き，その利　　　場造成反対運動のときは，各市民団体がめいめい

益のたあの行政となっている。一方，全隈におい　　　行動をしていたが，産業廃棄物最終処分場は，ゴ

ても，産業廃棄物最終処分場が建設されることに　　　ルフ場より危険なので，共同してあたった方がよ

よって，利益を受けるのは，賃貸料を受取る4人　　　いのではないかという意見が出され，6月16日，
さわたりかわ

の土地所有者と，事業者から礼金が与えられるで　　　市長に要請書を提出したときの5団体に沢渡川緑

あろう積極的な推進者だけである，と思われる。　　　地をよくする会を加え，各団体から1人以上の世

各家庭に現金が配られたという噂があるが，はっ　　　話人を出し，世話人会を発足させた。世話人は，

きりしていない。一般の住民にとっては，利益が　　　それぞれの団体と連絡をとりながら，世話人会で

ないだけでなく，騒音・振動・悪臭・水質汚染な　　　協議し，合意された行動をすすめることにした。

どによって，住環境が著しく悪化し，そのうえ，　　　さっそく，6月19日，6団体の連名で，水戸市議

事故などによる危険が伴うことがある。事業者は，　　会に，直接議長に会い，「水戸市西部丘陵地帯の

処分場が設置される敷地の境界から原則として300　　樹林地を積極的に保全し，これを妨げる産業廃棄

m以内に居住する住民，処分場の設置される敷地　　　物最終処分場の建設に反対する陳情書」を提出し

に隣接する土地の所有者の同意を取得しなければ　　　た。7月6日，那珂川の清流を守る会，日本婦人

ならないから（事前審査要領7ωの（ア），（イ）），この　　　会議茨城県本部，同水戸支部の代表は，市長交渉

同意をしなければ，被害を避けることができるの　　　をもち，那珂川の清流を守る会は，「水戸市全隈

である。それをしない。現実にできないのである。　　町一ノ沢に建設を予定している，安定型産業廃棄

村落共同体の重しがあるからである。事業者は，　　　物最終処分場にっいて，県へ反対の意見回答を願

有力者，積極的な推進者を伴って，あるいはかれ　　　う要望書」，日本婦人会議茨城県本部，同水戸支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℃

らに委任して，同意をとった，と聞いている。全　　　部は，「水戸市全隈地区に建設予定の産業廃棄物

　　　　　　6Gには，反対の人が多い。それは，訪問し，話合っ　　　最終処分場計画に反対し白紙撤回を求める要望書」

てわかった。自分の意思を表明できないでいる。　　　を提出した。市長は，要望書を読み，説明をよく

■
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聞いたが，意見はいわなかった。これらの要望書　　　県の不許可を獲得するまで，16団体の共同行動は，

提出が契機となって，日本婦人会議茨城県本部，　　　崩れなかった。いくっかの対立，くいちがいを克

同水戸支部，同じ立場にある合成洗剤追放茨城県　　　服し，産業廃棄物最終処分場建設反対の共同行動

連絡会の3団体が6団体と共同行動をとることに　　　をおし進めた。これが成果をもたらした，といえ

なり，世話人も決めた。さらに共同行動をする団　　　よう。以下に具体的運動にっいて述べる。現地調

体が増え，8月末までに，茨城県高等学校教職員　　　査，シンポジウムの開催，署名運動，投書運動，

組合，いばらきコープ労働組合，茨城大学教職員　　　対市・対県交渉，県知事・県議会・市長・市議会

組合，茨城保健生活協同組合，日本科学者会議茨　　　への要請書・陳情書の提出，全隈の住民との話合
（2－3－1）

城支部，新日本婦人の会水戸支部，社会福祉法人　　　い，処分場建設同意の撤回などである。

愛友園が加わり，16団体となった。これらによる　　　　現地調査は，建設予定地を確認し，その地質，

産業廃棄物最終処分場建設に反対する連絡会（以　　　水系，生態系などを明らかにし，土地所有者，そ

下連絡会という）を結成した。8月30日，16団体の　　　の他，同意の取得を必要とする地元関係者を把握

連名で，水戸市議会に「水戸市民の飲料水確保の　　　するうえで，必要である。地質にっいて，専門家

ため産業廃棄物最終処分場の建設に反対する陳情　　　である齊藤登志雄茨城大学名誉教授に調査を依頼

書」を提出した。水戸市議会には，6月19日，6　　　した。その報告書を要約すれば，産業廃棄物最終

団体連名で，陳情書を提出したが，西部丘陵地帯　　　処分場建設予定地の岩盤は，浸透性があり，処分

の樹林地を積極的に保全すること，産業廃棄物最　　　場から汚水が浸出すれば，地下水が汚染される可

終処分場の建設に反対すること，樹林地保全条例・　　　能性が大であり，汚染された地下水が田野川に流

水源地保全条例を制定することの3点になってい　　　入し，那珂川に合流するから，水道水に影響を及

ると受けとられ，条例制定には時間がかかるなど　　　ぼすことになる。世話人は，処分場建設予定地を

を理由にして，採択を引延ばされるかもしれない　　　見学した。また，処分場建設予定地および隣接地

とおもんぱかり，処分場建設反対の1っにしぼり，　　　の権利関係を登記簿，公図および水戸市情報公開

また16団体が連帯していることを示そうとした。　　　条例・茨城県公文書開示条例にもとついて開示請
16団体は，市民団体6，婦人団体4，労働組合　　　求してわかった資料などによって調べた。「廃棄　　　　　　　　　　　　　　　　　●

3，その他3である。それぞれ独自の考え方があ　　　物処理施設の設置に係る事業計画概要書」では，

り，行動様式も異っている。政党との関係では，　　　計画地（敷地面積）は，全隈町一ノ沢1241番ほか

共産党支持，社会党（当時）支持，無党派とさま　　　17筆，4，7060㎡，埋立面積2，4410㎡，埋立容積

ざまであり，市民団体の多くは，無党派といえる。　　17，6000㎡であったが，「廃棄物処理施設の設置に

これらが共同行動をとるためには，慎重な配慮が　　　係る事業計画書」では，全隈町一ノ沢1248番ほか

必要となる。したがって，運動をはじめるにあたっ　　　11筆，それぞれ2，2660㎡，1，2254㎡，12，7947㎡に

て，イデオロギー抜き，超党派で，産業廃棄物最　　　縮少されている。埋立地そのものも，若干奥に移

終処分場建設反対の一点において，共同行動をと　　　動している，とみられる。このように変更したの

ることを確認した。特定の政党に傾斜すれば，反　　　は，1241番，1248番などに隣接している34名の共

発が出る。対市，対県交渉に政党所属の議員が加　　　有地の同意が得られなかったことによるようであ

わることには，積極，消極の意見が交錯した。議　　　る。

員が加われば，強力になるが，その反面，交渉が　　　　シンポジウムは，1995年8月27日に開催した。

しにくくなることもある。運動のすすあ方につい　　　話題提供は，「那珂川流域の産業廃棄物最終処分

て，意見のくいちがいもあった。対市，対県交渉　　　場の現状」（渡辺重行），「水戸西部丘陵地帯の生態

のなかで，内輸揉のようなこともあった。ごく短　　系」（広瀬誠），「産業廃棄物の法と行政」（小林三衛）

期間ではあるが，離れた団体もあった。しかし，　　　である。話題提供は，主催者の挨拶を含めて，1
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時間半で終り，1時間半を討論にあてることがで　　　する署名をできるだけ多く集あ，その力によって，

きた。理想的な配分で，討論は，活発であった。　　　県や市の方針を転換させること，産業廃棄物最終

翌日の新聞に報道されたので，一般市民も，産業　　　処分場の危険性を多くの人びとに知ってもらうこ

廃棄物最終処分場の問題点を知ることができた，　　　とを目的としている。署名する内容は，水戸市長

と思っている。　　　　　　　　　　　　　　　　　に提出する「水戸市民の飲料水確保のため産業廃

産業廃棄物最終処分場建設に反対する運動にお　　　棄物最終処分場の建設に反対する陳情書」にっい

いて，大きな壁となっているのは，法と行政であ　　　てである。署名を集める方法は，街頭署名，個別

る。法律は，廃棄物の処理及び清掃に関する法律　　　訪問，生活協同組合・労働組合・デパート・スー

（1970年）であるが，高度経済が頂点に達した時期　　　パーマーケット・書店・印刷会社・友人・知人へ

にっくられ，廃棄物が大量に排出し，これに対遮　　　の依頼などである。街頭署名は，マイクを使って，

的に応じたもので，廃棄物の収集，運搬，処分な　　　アピールも兼ねた。わたくしが依頼したなかで，

どを定めただけで，自然環境水質，生態系など　　　1人で160名の署名をとってくれた人がいた。署

を考慮に入れて，廃棄物に対処する理念がなく，　　　名運動で最も活発であったのは，いばらきコープ

処分場に係る技術上の基準を定ある命令（総理府　　　で，署名総数の半分近くになった。署名運動は，

令・厚生省令）に定ある技術上の基準に適合し，廃　　　1995年9月11日に開始し，11月13日までに，2，3637

棄物施行規則（厚生省令，12条の3）による災害防　　　人に達した。この数は，水戸市の人口の10％に近

止計画が定められていれば，許可が受けられる　　　い。4回に分けて，逐次，市長に提出した。市長

（15条2項）。これらの要件は，比較的容易に達成　　　は，この署名を重くみていたようである。11月24

できよう。安定型産業廃棄物の埋立処分は，地中　　　日，県知事に提出した「廃棄物処理施設に係る事

にある空閤を利用することができる（廃棄物法施行　　　業計画に対する意見にっいて」の添付資料に各回

令6条3号イ）。っまり素掘りのままでよいという　　　の署名者数を記載している。

ことである。処分場の場所にっいては，いっさい　　　　投書運動は，問題を市民に知らせる方法として，

の制限がない。茨城県は，廃棄物法施行細則　　　読者の投書欄を設けている新聞に意見を書き，新

（1992年規則90号），廃棄物処理要項（1992年告示1194号），　　聞社に関心をもたせ，掲載するようにさせるとと

廃棄物処理施設の設置等に係る事前審査要領　　　もに，その問題にっいて，新聞社じしんが取材し，

（1992年告示1195号）などを定めているだけである。　　　記事にするようにしむけることである。そのため

これらは，議会にかけられないで，執行部の裁量　　　には，多くの人が投書する必要があり，それが多

でっくられている。要項，要領は，法的効東力が　　　ければ多いほど，新聞社が関心を示すことになろ

ない。市町村長は，一般廃棄物の処理施設の設置　　　う。しかし，世話人も，ほとんど投書しなかった

と維持管理だけをおこなう（要項4条）。したがっ　　　ので，この運動は，成功しなかった。わたくしは，

て，水戸市には産業廃棄物に関する規範はない。　　　投書運動の提案者の1人であるので，茨城新聞，

廃棄物処理施設を設置しようとする者から事業計　　　朝日新聞に投書したほか，ある程度の分量が欲し

画書が出されると，知事が市町村長に意見を求め，　　かったので，「水源地と産業廃棄物最終処分場」

市町村長は，これにたいして意見書によって回答　　　と題して，原稿（2200字）を新いばらきタイムス

するだけである（要領6（2）イ，ウ）だけである。実　　　社に届けた。これは，「県民論壇」に掲載された

際には，県も市も，いっそう事業者の利益とその　　　（1995年8月4日，5日）。ここで，「産業廃棄物最終

保護に傾き，一般市民には，処分場の内容の開示　　　処分場の建設にあたって考慮すべき基準」を提起

をかたくなに拒み，水源地であっても，これを是　　　した。情報を開示すること，絶対に水源地を避け

認し，変更するような指導はしない。　　　　　　　ること，産業廃棄物最終処分場は，企業じしんが

署名運動は，産業廃棄物最終処分場建設に反対　　　建設するという原則を確立することの3点である。
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これにっいて，新いばらきは，記者が県の廃棄物　　　いる事例が多数報告されている」。第3の基準に

対策課長にインタビューし，それを「考慮すべき　　　っいて，賛成しているが，消極的であり，法律が

基準をめぐって」の見出で，「NEWSを追って」　　　定めている原則を実現するように各企業を指導す

として，掲載した（8月18日）。第1の基準にっい　　　ることが本来の行政であろう，「県民に対しては，

て，わたくしが，資料を請求したが，県も市もいっ　　　行政指導の名のもとにかかわってくるが，企業に

さい応じなかったと書いたことに対し，「そうし　　　は遠慮している。行政不信が増幅するばかりであ

た指摘はどうかと思います。私どもは計画地の場　　　る」。なお，「環境保護団体」にたいする批判は，

所や施設の種類，規模，取り扱い品目など，でき　　　「誤解と偏見と反市民的感情によるものといわな

るだけ，開示するようにしています」と答えてい　　　ければならない。なにを根拠にこのような断定を

る。第2の基準にっいて，答えをはぐらかし，水　　　しているのか」，「環境保護団体」は，6月初旬以

質検査，監視をすることで，対応する，としてい　　　降，運動をすすめてきたが，「産業廃棄物最終処

る。その方法は，前述のように，赤塚設備が維持　　　分場即反対とは一度もいわなかったし，そのよう

管理にっいて，留意すべきこととしてあげている　　　な考えも持っていない。水戸市民と水戸市に職場

内容とほとんど同じである。これは，県が赤塚設　　　を持っ方々の水道水の安全を確保するために，水

備を指導しているか，赤塚設備と話合って定めて　　　源地に建設することだけを反対してきた」，課長

いるかを示している。第3の基準にっいて，賛成　　　は，「読まず・聞かず・調べずに，偏狭な考えに

であるが，法律で一定の資格のある者にその処理，　　よって，観念的に独断しているとしか思われない」，

処分を委託することが認められているので，それ　　　理解されないというが，理解されるようなことは，

以上のことにっいてはいえない，と呆気ない。な　　　なにひとっしていないし，「周囲1キロの範囲内

お，記者の質問にはないのに，「環境保護団体の　　　で承諾を得ていると事業者を褒あ，環境保護団体

方々は，ややもすると，産業廃棄物最終処分場即，　　を短絡的であるとけなしている。これが行政の姿

反対という短絡的な図式で物事をとらえがちなの　　　である」と反論した。

で，私どもの取り組みがなかなか理解されないも　　　　対市・対県交渉と県知事・県議会・市長・市議

のですから，残念でなりません」と付言している。　　会への要請書・陳情書の提出は，平行しておこな

これによって，産業廃棄物最終処分場の建設にっ　　　われた。交渉の際に，要請書・陳情書を提出する

いて，わたくしたち連絡会の主張と県の見解の違　　　こともあるし，要請書・陳情書を提出し，これら

い，対立が明瞭となり，県の見解に反論すること　　　にっいて交渉することもあるし，また関係書類の

を誘発され，「産業廃棄物最終処分場の建設にあ　　　開示を請求したり，ときには抗議することもあっ

たって考慮すべき基準の再考一県廃棄物対策課長　　　た。産業廃棄物最終処分場建設について，これに

の見解にっいて」を書き（3000字），これも掲載さ　　　反対する連絡会と市・県は，前述のように，立場

れた（10月31日，11月1日）。第1の基準について，　　　を異にしているので，対立し，連絡会は，市・県

「的外れである。計画地の所有者，隣接地所有者，　　の立場を転換させようとし，市・県は，これに応

周辺300メートル内の居住者には説明したであろ　　　じないので，エキサイトすることもあった。対市

うが，一般市民には片言隻句も知らせない」，対　　　交渉と対県交渉では，どちらかといえば，市の方

県交渉で，質問しても，いっさい答えない。第2　　　が話をよく聞いてくれたし，対応もやわらかであっ

の基準にっいて，わたくしたちの考えとはまった　　　た。すでに述べたものもあるが，整理をし，月日

く違い，「水源地でもかまわないとする立場であ　　　を追って，掲げる。

る。課長のいう検査や監視は，どの県でもやって　　　　市に対しては，っぎのとおりである。①1995年

いることで，この程度では，水源地の保全はでき　　　6月8日，水戸市の自然と水を守る会が市長に

ない。定められた品目以外の廃棄物が搬入されて　　　「全隈町に建設予定の産業廃棄物最終処分場にっ
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いて反対の意見回答をする要望書を提出する。　　　していたことと違い誠に遺憾な事態です。このよ

②6月19日，6団体が市議会に「水戸市西部丘陵　　　うになったのは，議会がその使命を放棄したから
（2－3－2）

地帯の樹林地を積極的に保全し，これを妨げる産　　　です」である。　⑫1996年7月25日，連絡会がご

業廃棄物最終処分場の建設に反対する陳情書」を　　　み対策課に対し，市長が県知事に提出した意見書

提出する。③7月6日，那珂川の清流を守る会が　　　の開示を求めたが，課長は頑として断りっづけた。

市長に「水戸市全隈町一の沢に建設を予定されて　　　⑬9月18日，助役が出席し，市長の意見書の開示

いる，安定型産業廃棄物最終処分場について県へ　　　は拒否したが，廃棄物処分場の問題解決にたいす

反対の意見回答を願う要望書」，日本婦人会議茨　　　る市の基本的態度にっいて，「あなた方と同じ立

城県本部・日本婦人会議水戸支部が市長に「水戸　　　場です」と明言した。⑭10月7日，連絡会が市議

市全隈地区に建設予定の産業廃棄物最終処分場計　　　会総務環境委員会に手紙で，市議会に2度提出し

画に反対し白紙撤回を求める要望書」（日付は6月　　　た陳情書にっいて，「1日も早く審議を尽くされ，

13日）を提出する。④7月25日，茨城の自然と環　　　建設反対の議決を下さるよう，・強くお願い申しあ

境を考える会などが飯村助役，その他と交渉する。　　げます」と要請した。

⑤8月30日，16団体および茨城県自治体問題研究　　　　県に対しては，っぎのとおりである。①1995年

所，茨城大学生活協同組合労働組合がめいめい市　　　6月19日，茨城の自然と環境を考える会など6団

議会に「水戸市民の飲料水確保のため産業廃棄物　　　体が廃棄物対策課と交渉する。事業者の事業計画

最終処分場の建設に反対する陳情書」を提出し，　　　概要書・事業計画書の開示を請求したが，頑とし

連絡会は，ごみ対策課と交渉する。⑥9月13日，　　　て応じない。事前審査要領に，産業廃棄物処分場

連絡会が市長に「水戸市民の飲料水確保のため産　　　を設置しようとする者は，その「敷地の境界から，

業廃棄物最終処分場の建設に反対する陳情書」を　　　原則として300m以内に居住する住民」，「敷地に

2526人の署名を添えて提出する。⑦10月9日，同　　　隣接する±地の所有者」の同意を必要とするが，

陳情書に1，7429人の署名を加える。⑧10月26日，　　　「同意の取得に努めたにもかかわらず，一部の者

同陳情書に2496人の署名を加え，直接，，市長と交　　　の同意が得られなかった場合で，市町村長がやむ

渉する。⑨11月13日，同陳情書に1206人の署名を　　　を得ないと認あたときは，周辺住民の取得は必要

追加する。これらの要請書・陳情書は，市長が県　　　としないものとする」とある（7ω（ア），（イ），（2）ア）

知事に提出した「廃棄物処理施設の設置に係る事　　　が，筑規定であり，隣接土地所有者などの権利を

業計画に対する意見にっいて」に添付されている。　　無視しており，なぜこのような規定を設けている

⑩12月1日，連絡会が市長に「産業廃棄物最終処　　　のかと質したところ，「反対のたあに反対する人

分場建設計画に係わる水戸市長の意見書非公開に　　　がいるから」という驚くべき答えが課長補佐から

っいて」という抗議文を提出する。⑪同日，連絡　　　返ってきたので，思わず大声を出してしまった。

会は，市議会議長に「産業廃棄物最終処分場建設　　　危険な産業廃棄物最終処分場がじぶんの土地に隣

計画に係わる議会の扱いにっいて」とする抗議文　　　接して建設されようとすれば，同意しないのが普

を提出する。この要点は，「最初の陳情から実に　　　通であろう。このような規定は，不必要であるだ

5ヵ月間われわれの陳情がいっこうに結論が出さ　　　けでなく，憲法29条に抵触する。「住民の同意」

れないまま今日に至ってしまいました。これは憲　　　にっいて，考察しておきたい。住民とは，一人一

法16条に定められている請願権の侵害にあたると　　　人の個人をいうが（住民基本台帳法参照），事前審査

考えられます。議会が態度を明らかにしない間，　　　要領7（1）②の「住民の同意」の「住民」は，同意

市長は県の強い要請により，議会の意向を得られ　　　の意思表示ができる者と解され，成年者はもちろ

ないまま意見書を出さざるを得ないという結果に　　　ん，これに近い者（たとえば18歳以上）も含めるこ

なりました。これは水戸市当局がわれわれに言明　　　とが望ましい。ところが，廃棄物処理施設の設置
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に係る地元住民等の調整状況調査の「周辺住民と　　　う。④11月30日，連絡会が県議会議長に「水戸市

の調整」欄の同得取得の対象者数同意者数，不　　　全隈町に設置申請が出されている産業廃棄物最終

同意者数を記入するところに，「戸」と印刷され　　　処分場の許可をしないことを要請する陳情書」を

ている。これを根拠にして，市の担当者を含あて，　　提出する。⑤12月18日の交渉には，環境部長が出

成年者全員ではなく，代表者，世帯主だけでよい，　　席した。廃棄物対策課長より話がしやすかった。

と解している。リダイヤして，別棟で生活し亡い　　　連絡会は，水道水の保全のために，産業廃棄物最

る者（いわゆる別居隠居）は，同意取得の対象者か　　　終処分場建設を絶対許可しないことを要請した。

ら蔭外されている。結婚して，世帯を別にしてい　　　県側は，趣旨はわかった，12月25日に開かれる産

る者も，同様である。戸主思想なのである。交渉　　　業廃棄物処理審査会（21名の課長クラスで構成）では，

の席で，「戸主」ということばを聞いて，耳を疑っ　　結論を出さないなど，と答えた。⑥1996年5月20

た。時代錯誤も，甚だしい。この感覚で，事業者　　　日，連絡会が廃棄物対策課と交渉をもっ。課長，

を指導しているのである。事業者にとっては，ご　　　担当係長が交代した。県側は，産業廃棄物処理審

の方が同意を取り易い。行政は1これほどまでに　　　査会において，指摘された事項を事業者に通知し，

事業者の利益を考慮しなければならないのであろ　　　事業者が各課と調整を終え，3月6日に回答して

うか。個人主義，個人の尊厳というようなことは，　　きたが，それらにっいては開示できない，事業者

念頭にないのであろうか。②11月15日，連絡会が　　　にっいては，法律をクリアーしているので，どこ

知事に「水戸市全隈町に設置申請が出されている　　　まで行政指導ができるか苦慮している，と説明し

産業廃棄物最終処分場を許可しないように要請す　　　た。連絡会が，水戸市の納得がえられなければ，

る陳情書」を提出するとともに，廃棄物対策課と　　　許可を出せないのではないかと質したところ，こ

交渉する。連絡会は，水道水の水源であるから絶　　　れを肯定する発言があった。また，審査会に出席

対に許可しないように，繰返えし強く要求した。　　　した水戸市長が産業廃棄物処分場が建設されれば

県側は，許可することを前提に，産業廃棄物にっ　　　市民の飲料水に重大な影響を及ぼすおそれがある，

いて，減量化し，リサイクルにっとめる，適正に　　　廃プラスチックの埋立を見直しする必要がある，

処理し，環境に影響がないようにっとめる，最終　　　2，3000余人の反対署名を重く受止めなければな

処分場が少なく，4年分しか余裕がない，不法投　　　らないなどを発言したと新聞が報道しているが，

棄が跡を絶たないので，警察，事業者と一緒に検　　　間違いないのかとの質問にたいし，そのとおりで

討しており，見回りをしており，法律をクリアー　　　ある，と回答した。多少なりとも，好転の兆しが

していれば，許可せざるをえない，と回答した。　　　見え，今後に期待をっなぐことができるかもしれ

③11月20日，連絡会が廃棄物対策課と交渉を継続　　　ないような感じがした。⑦6月4日，茨城大学名

する。連絡会は，前回の主張を繰返し，とくに法　　　誉教授が県知事に陳情書を提出した。「水戸市全

律をクリアーしているといっても，法律が不備で　　　隈町の産業廃棄物最終処分場は，これが建設され

あり，自然環境，水質，生態系に配慮していない　　　ますと，汚染された排水が，田野川に注ぐことに

ので，それを補完することが行政の責任であると　　　なります。この田野川の水は，水戸市民の飲料水

強調したが，県側は，形式論に終始し，平行線の　　　の取り入れ口の，すぐ上流で那珂川に注ぎます。

まま終った。交渉の後，世話人の1人が廃棄物対　　　田野川の汚染は，水戸市民の飲料水の汚染に，直

策課に行くと，課長が電話で事業者に交渉の様子　　　結する危険性を強くもっていることは，充分予想

を話しているらしいことを耳にした。連絡会の対　　　され，その建設は絶対反対です。一度汚染された

県交渉を課長が事業者に伝える必要は全くないの　　　水源を，再び蘇らせることは，殆ど不可能だから

に，あえてそうしているとすれば，県と事業者が　　　です。水戸市全隈町の産業廃棄物最終処分場の建

癒着していると推測しても，おかしくないであろ　　　設申請を不許可とされるよう強く陳情申しあげま
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す」という内容である。これに34名の名誉教授が　　　人，独身者など，「戸主思想」によって，同意取

署名した。水戸在住の75％をこえている。市村正　　　得の対象から除外されていたのではないか，と思

二元学長ほか3名が副知事に会って，手渡した。　　　われる。この点にっいて，対県交渉（1995年6月19

この陳情書は，各新聞に報道され，とくに読売新　　　日）の際指摘したが，県は，聞く耳を持たなかっ

聞は，6月7日付で，県の対応として，「陳情書　　　た。県は，これまで，事業者が法律をクリァーし

としては一般住民のものと同じ扱いだが，これだ　　　ていると擁護してきたが，このたびの陳情書と署

けの有識者なのでインパクトは強い」と語った廃　　　名を受取り，驚いた様子で，生活環境部長が早急

棄物対策課員の発言を紹介すると共に，「反対住　　　に市と連絡し，慎重に検討することを約束した。

民らは強力な『助っ人』を得た恰好だ」と評価し　　　好転が期待されるかもしれない，と感じた。

ている。⑧8月29日，連絡会は，後に述べる全隈　　　　全隈の住民との話合い，処分場建設同意の撤回

住民との話合い，建設同意の撤回運動のなかで，　　　運動は，同時になされた。これまでも，全隈の住

産業廃棄物処分場の建設にたいする同意にっいて，　　民との接触はあったが，なかなか本音の話合いま

すでに対県交渉のなかで，指摘したように（1995　　ではいかなかった。それは，「村の平和」が妨げ

年6月19日），問題があり，改めて同意の問題を検　　　となっていた。しかし，茨城大学名誉教授の陳情

討し，不本意ながら同意した人もおり，はじめか　　　書が各新聞に報道されたり，各地の産業廃棄物処

ら同意していない人もいることがわかったので，　　　分場の被害が伝えられたりして，状況の変化が生

不本意ながら同意した人にっいては，同意の撤回　　　じていた。話合いに手応えを感じた。廃棄物処分

19名，はじめから同意をしていない人にっいては，　　場の影響にっいてビラをっくり，全隈町全域（約

建設不同意9名，これらに建設反対の1名の署名　　　115世帯）に配布し，処分場建設に反対するように

を取り，「処分場建設不許可を求ある陳情書」に　　　求あた。話合いをしていくと，反対であるという

添えて，県知事に提出した。撤回（Widerruf）は，　　人びとが多くなってきた。さらに一歩すすめて，

「終局的に法律効果を生じていない意思表示また　　　同意の撤回を求めた。すぐ応じた人びともいたが，

は法律行為の効力を阻止して，将来効果が発生し　　　これは少なく，躊躇する人びとが多かった。一度

ないようにする一方的な意思表示」（末川博編r新　　　同意したことへのこだわりがあったり，「村の平

法学辞典』）であるから，だれでも自由に意思表示　　　和」の拘束から抜切れなかったりするためであろ

ができる。市のごみ対策課は，事業者が全隈町3　　　うが，なんども足を運んでいるうちに，処分場の

区42全地帯から取ったという同意書を受領し，県　　　危険性をはっきり認識するようになり，同意撤回

に提出している（県の前廃棄物対策課長は，前述のよう　　の意見を表明するにいたった。これらの人びとが

に，事前審査要領には，300m以内に居住する住民とあるのに，　　19名に達した。はじめから同意していなかった人

事業者が1㎞以内の住民の同意を取っていたと褒めていたが，　　びとは，前記のようなためであるが，このことを

それならば，42世帯より多くならなければならない）が，　　　明らかにし，9名が不同意書に署名した。積極的

その際市も県も，事業者が取ったという同意書　　　に建設反対の署名した人が1名あらわれた。これ

をそのまま信用し，確認することを怠っている。　　　らを合わせて，29名になった。世帯数50として，

当然しなければならないことであろう。3区の区　　　58％，面接調査をした48世帯では，60％になる。

長は，50世帯あるといい，連絡会は，このうち48　　市や県に与えた影響は，大きいといえる。本来な

世帯について，面接調査し（2世帯はどうしても連絡　　　らば，世帯単位ではなく，住民個人単位に署名を

がとれなかった），上記のような署名を得ることが　　　求あるべきであったが，それまでは踏込むことが

できた（残り19名は撤回に応じなかった）。はじめから　　　できなかった。同意署名者が出ていることを知っ

同意しなかった人びとは，リタイアして，別棟で　　　た処分場建設推進派は，同意撤回署名者にたいし

生活している人，結婚して，世帯を別にしている　　　て，種々の圧力をかけてきた。「同意撤回すれば，
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裁判にかけて損害賠償をしてもらう」などと脅迫　　　計画地は，土地利用の整合性にっいて，「森林公

がましいことをいった。同意撤回署名者は，動揺　　　園に隣接するとともに，農村活性化住環境整備事

し，不安になった。これに対し，前記のような撤　　　業の計画区域に近隣していることから，当該地に

回の意味を説明し，心配ないことを伝えた。連絡　　　設置することは避けられたい」。周辺環境対策に

会の事務局を担当していた茨城大学教職員組合に，　　っいて，「事業計画地から約320mの地点に本市の

事業者が「損害賠償をとるぞ」と脅しているとの　　　水道水源である田野川が位置することから，搬入

電話も入っていた。　　　　　　　　　　　　　　　埋立物に有害物質が混入した場合，地下浸透した

以上のような連絡会の運動のなかで，その成果　　　有害物質を水道水として取水する可能性を有して

であるといってよいであろうと思われるが，1996　　おり，市民は浸出水にっいて強い不安感を抱いて

年12月13日，県は，産業廃棄物最終処分場建設の　　　いる」，また，「平成6年3月，環境庁国立環境研

不許可を廃棄物対策課から発表した。その理由は，　　究所は，『有害物質のモニタリングに関する研究』

「本件申請地は水戸市の水道取水口の上流に位置　　　を行い，「遮水施設を持たない安定型処分地の浸

しており，水戸市の水道水への影響が懸念された　　　出水から検出されるプラスチック添加剤（フタル

ので，周辺の地質や地形・その他安全性に関する　　　酸エステル，リン酸エステル）等の有害物質は，

検討を加えた結果，生活環境の保全を図るうえで　　　周辺環境を汚染する可能性が高い」との調査結果

支障が生じるおそれがあると判断したこと」，「施　　　を報告し」ており，「かかる状況を踏まえ，本市

設の設置について周辺住民等の十分な理解が得て　　　は，当該事業計画を慎重に検討した結果，当該事

おらず，また水戸市長との調整もっいていない状　　　業計画は，法的な用件を具備しているとはいえ，

況においては，施設の設置や適切な運営が困難で　　　安定型処分場にっいては，平成7年度から，国の

あると判断したこと」である。これに若干の説明　　　機関において，その実態調査を開始したことや，

がついており，そのうち，注目すべき点を引用し　　現行法における安定型処分場の見直しにっいて意

ておく。「廃棄物処理法第15条第1項に基づく産　　　見が提起されていること等に鑑み，特に事業計画

業廃棄物処理施設の設置許可申請に対して，知事　　　が本市水道水源に近接していることから，調査結

は廃棄物処理法の目的である生活環境保全の見地　　　果を踏まえその安全性が確保されるまでは，慎重

から，許可・不許可の判断に際して一定の裁量権　　　な対応を図る必要があると思料され，現時点での，

を有する」，「現時点では地質・地形の状況などか　　　当該地への設置にっいては，適切でないと考える」。

らみて長期的に地下水の汚染などによる水道水へ　　　これらは，処分場建設に反対する市民団体，さら

の影響にっいての安全性を確認することができな　　　に連絡会が市や県に対する要請書，陳情書などに

かったところである」，「廃棄物処理法第15条の規　　　より，また対市，対県交渉において，主張してい

定により知事に認められた合理的な裁量の範囲内　　　たことと符合しており，その判断を評価したい。

で，本件申請にっいては許可しないこととしたも　　　　県の不許可処分に対し，赤塚設備は，これを不

のである」などである。当然のことであり，支持　　　服として，1996年12月24日，行政不服審査法にも

することができる5ただし，前述のような県の対　　　とついて，厚生大臣に審査請求をした。「本件処

応からみて，連絡会の運動がなかったならば，そ　　　分場は産業廃棄物関係法令及び茨城県の処理施設

のような決定にいたらなかった，と思われる。　　　　の設置に関する指導要項で定ある要件を全て具備

県の不許可処分が発表されると，市は，なんど　　　しているものであり，そもそも「生活環境の保全

も開示を請求していた市長の「廃棄物処理施設の　　　を図るうえで支障が生じるおそれ」などがあるは

設置に係る事業計画に対する意見にっいて」（市　　　ずがない」，「これまで水戸市長から行政指導を受

長意見書）を，改めて請求しなくても，提供して　　　けた計画地に接する全隈町第3区全戸の同意や，

くれた。その要点は，っぎのとおりである。事業　　　隣接地主全員及び放流水水路等の管理者の同意を
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得る等，本件施設については周辺住民等の充分な　　　認めているものと解することができる。また，廃

理解を得ている」などと主張している。この審査　　　棄物処理法第15条第2項に定める要件は，生活環

請求を新聞報道（1997年2月14日，茨城新聞）で，知っ　　　境の保全を図るためには当然必要である土地の特

た連絡会は，2月28日，厚生大臣に「産廃処分場　　　殊事情などにっいてまで考慮したものとは考えら

建設不許可について審査請求の棄却を求める陳情　　　れず，最低守るべき基準を規定したものと考えら

書」を提出し，その理由として，「処分場予定地　　　れるので，個々の事案において特別の事情があれ

は，水戸市民の水源地の一っにあたる田野川の至　　　ば斜酌し，最終的には法の目的に照らして都道府

近の位置にあり，万一処分場が建設されることに　　　県知事の裁量を認める趣旨で，このように規定し

なれば，処分場の有害な排水が田野川に流入し，　　　ているものと解される」。「廃棄物処理法では，第

水戸市民の水道水が汚染される危険性を，っよく　　　15条第3項において，生活環境の保全上必要な条

もって」いる，「地元住民29人が赤塚設備工業に　　　件を付与することができる，と規定している」が，

対して行った建設同意を撤回し，或いは建設反対　　　「都道府県知事は，許可にあたって条件を付与す

の意思の表明を行いましたが，これは地元住民の　　　るだけでは周辺環境や社会的条件などから判断し

過半数に達して」いることをあげている。茨城県　　　て到底生活環境の保全が図れない場合には，自ら

知事は，1997年4月1日，厚生大臣に審査請求に　　　の裁量により不許可とすることができるものと解

対する弁明書を提出している。その要点は，っぎ　　　される」。不許可処分とした理由は，っぎのとお

のとおりである。廃棄物処理法第15条第1項は，　　　りである。①「本件申請地は水戸市の水道水源の

「産業廃棄物処理施設を設置しようとする者は，　　　上流に位置しており，水戸市の水道への影響が懸

厚生省令で定めるところにより，当該産業廃棄物　　　念されたので，周辺の地質や地形・その他安全性

処理施設を設置しようとする地を管轄する都道府　　　に関する検討を加えた結果，生活環境の保全を図

県知事の許可を受けなければならない」と規定し　　　る上で支障が生じるおそれがあると判断したこと」

ており，これは，産業廃棄物処理施設の設置によ　　　にっいて，廃棄物処理施設の設置等に係る事前審

り生活環境の保全という法の目的が妨げられるこ　　　査要領にもとついて，事前審査をおこない，審査

とのないよう規定されたものと解される」。「許可　　　請求人は計画地谷部側面および底盤の基盤が工学

にあたって都道府県知事に裁量が認められるか否　　　的には難透水層であり，不透水構造とはしておら

かにっいては，個別具体的に判断する必要がある。　　ず，「周辺の地質は那珂川河床が複雑に入り組ん

裁量が認められないと解される例としては，病院　　　でおり，長期的に考えた場合，有害物質が浸出し

等の開設許可や飲食店営業の許可がある。病院等　　　たときの水戸市の水道水への安全性にっいて確認

の開設許可にっいては，医療法第7条第3項にお　　　できなかったところである。従って，生活環境の

いて，許可要件に適合するときは「許可を与えな　　　保全を図るうえで支障が生じるおそれがあると判

ければならない」と規定されており，飲食店営業　　　断した」。②「施設の設置にっいて周辺住民等の

の許可にっいては，食品衛生法第21条第2項にお　　　十分な理解が得られておらず，また水戸市長との

いて，「基準に合うと認めるときは，許可をしな　　　調整がっいていない状況においては，施設の設置

ければならない」と規定されている。それに対し　　　や適切な運営が困難であると判断したこと」につ

産業廃棄物処理施設の設置にっいては，廃棄物処　　　いて，周辺住民の同意に対し，一部の住民から撤

理法第15条第2項において，「次の各号に適合し　　　回の申出があり，処分場設置に事実上反対してい

ていると認あるときでなければ，同項の許可をし　　　る周辺住民がおり，同意取得が十分であるとは言

てはならない」と規定しているため，廃棄物処理　　　い切れない状況であった。また，水戸市長からも

法第15条第1項の規定に基づく産業廃棄物処理施　　　「現時点での当該地への設置にっいては，適切で

設の設置許可においては，都道府県知事の裁量を　　　ない」と，知事あての意見書に記載されており，

’
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「さらに廃棄物処理施設の設置等に関する審査会　　　る。廃棄物処理法15条に規定する「設置許可は，

の席上においても反対意見の表明があったところ　　　都道府県知事が，申請に係る産業廃棄物処理施設

で，十分な調整がなされているとは言えない状況　　　が法第15条第2項各号に定める要件に適合するか

であった」と判断した。「以上の理由から，本件　　　どうかを審査し，要件に適合すると認められると

不許可処分は，廃棄物処理法の目的などを斜酌し　　　きは，必ず許可しなければならないというもので

た合理的な解釈に基づいて行った適法な処分であ　　　ある」。「本件にっいては，処分庁は，本件施設が

り，違法な点はない」。県が繰返し主張している　　　法第15条第2項各号に定める要件に適合している

知事の裁量にっいては，是認できる。このような　　　ことは認めながらも，同条第3項に基づく生活環

知事の裁量が認められなければ，産業廃棄物最終　　　境の保全上必要な条件の付与だけでは生活環境の

処分場建設にっいて，住民の生活環境を保全する　　　保全を図ることができないおそれがある場合には

観点から対応できない。　　　　　　　　　　　　　都道府県知事は不許可とすることができるものと

県知事の弁明書に対して，赤塚設備は，1997年　　　して，本件施設については，①本件施設の設置予

5月19日，厚生大臣に反論書を提出した。その要　　　定地周辺の地質，地形その他安全性に関する検討

点は，っぎのとおりである。「茨城県知事が主張　　　を加えた結果，生活環境の保全を図る上で支障が

する廃棄物処理法の解釈は同法の趣旨を曲解する　　生ずるおそれがあること，②本件施設の設置につ

もので明らかに違法である」。「都道府県知事は申　　　いて周辺住民等の十分な理解が得られておらず，

請に廃棄物処理法第15条第2項各号が規定する許　　　また水戸市長との調整も終えていない状況におい

可要件が備わっているか否かを審査し，備わって　　　ては，施設の設置及び適切な運営は困難でおるこ

いれば速やかに許可しなければならないものであ　　　と，の2点を理由として原処分を行ったものであ

り，都道府県知事に認められる裁量はいわゆる轟　　　るが，上記のとおり，申請に係る産業廃棄物処理

束裁量といわれるものである」。不許可理由に対　　　施設が法第15条第2項各号に定める要件に適合す

して，「廃棄物処理法や厚生省令は，産業廃棄物　　　る場合には都道府県知事はこれを許可しなければ

処理施設の計画地の谷部側面及び底盤の基盤が不　　　ならないことから，原処分は法の解釈を誤った違

透水層でなければならないとは何ら規定していな　　　法な処分である。よって，本件審査請求には，認

いし，茨城県が作成した廃棄物処理施設の設置等　　　容すべき理由があることから，行政不服審査法第

に係わる事前審査要領にも，不透水層でなければ　　　40条第3項に基づき，主文のとおり裁決する」。

ならないなどは全く規定されていない」，「現時点　　　砂を噛むような内容であり，文章も熟していない。

まで審査請求人に対し，同意を撤回してきた者は　　条文にもない「必ず」をっけて，許可しなければ

ひとりもないし，産業廃棄物処理施設にっいて反　　　ならない，と断じている。審査請求人がいう羅束

対申し入れをしてきた住民も全くない」などで，　　　裁量も否定する狭義の覇東行為そのものとなって

「不許可処分が何ら合理的根拠に基づかない著し　　　いる。その根拠，理由も示していない。連絡会が

く不当なものである」。法の目的である生活環境　　　交渉の際，実態をよく調査するように求めたが，

　　　　　　　　一ﾛ全の観点に立って，許可・不許可の判断が求あ　　　それを拒否し，ただ机上で，条文をいじっている

られ，とくに水道水汚染のおそれがあり，市民の　　　だけである。生活環境の保全，水道水汚染の危惧，

健康への影響が懸念される場合であるから，羅東　　　人の健康・生命の尊重など全く念頭にない。形式

裁量ではなく，自由裁量である，と解すべきであ　　　主義，概念主義，官僚主義そのものである。これ

ろう。連絡会は，6月11日，7月14日，国会議員　　　が厚生行政というものであろうか。裁決を出した

に同席していただき，対厚生省交渉をした。厚生　　　当時の厚生大臣は，小泉純一郎その人である。理

大臣は，12月22日，茨城県知事の不許可処分を取　　　論を持たない彼らしい裁決であるといわれれば，

消す裁決をした。その理由は，っぎのとおりであ　　　そのとおりである。



曹

20　　　　　　　　　　　　　　　茨城大学地域総合研究所年報　第38号（2005）

この裁決をうけて，茨城県知事は，不服であっ　　　施とその他必要な措置を講じること。地下水及び

ても，争う道がなく，1998年1月30日，3条件を　　　放流水の水質検査は，茨城県が定めた「廃棄物処

つけて，赤塚設備の産業廃棄物最終処分場建設の　　　理施設の構造に関する基準」及び「廃棄物処理施

許可をした。3条件は，っぎのとおりである。　　　設の維持管理に関する基準」（1997年10月1日改正）

①「廃棄物の埋立前に展開検査をすること」。安　　　により定期的に行うこと。③「施設設置工事期間

定型産業廃棄物以外の物が混入・付着して搬入さ　　　中は早朝・夜間及び休日は作業しないこと」。早

れないように，廃棄物を搬入車輌等から降ろし，　　　朝・夜間とは，午後7時から午前7時までとし，

広げて廃棄物の性状を目視で確認する「展開検査」　　休日とは，日曜日及び祝祭日とする。また，工事

を行い，その結果を記録すること。また，混入・　　作業中は騒音・振動の発生を極力抑えること。

付着が認められた廃棄物にっいては，回収・搬出　　　　知事が赤塚設備に出した「産業廃棄物処理施設

しなければならない。②「浸透水，地下水，放流　　　設置許可証」によって，はじめて設置場所12筆の

水の水質検査を定期的に実施すること」。浸透水　　　字名，地番を知ることができた。これらを登記簿

とは，埋立廃棄物層を通過した水をいう。この浸　　　によって，地目，面積，所有者を確かあた。それ

透水を採取することができる設備を埋立地の底部　　　らは，第2表のとおりである。

に設け，採取した浸透水の生物化学的酸素要求量　　　　赤塚設備が県に提出した事業計画上の計画面積

（BOD）を月1回以上，有害物質に係る項目を年　　　とは若干違いがある。入替がなされたのかもしれ

1回以上測定すること。浸透水のBOD又は有害　　　ない。これらの土地には，赤塚設備の所有権移転

物質に係る項目の濃度に異常な上昇が認められた　　　請求仮登記，賃借権設定登記がなされている。賃

場合には，速やかに知事に連絡し，新たな廃棄物　　　借権設定登記の存続期間は，10年特約で譲渡，

の搬入を停止し，浸透水の水質の詳細な調査の実　　　転貸ができる。

第2表　産業廃棄物最終処分場計画（敷地）地番・面積

字　　　名　　　　　地　　　番 地　　　目 面　　積（㎡） 所　有　者

一　　　ノ　　沢 1248 水　　　　　　田 660 菊　池　正　巳

一ノ　沢先上 1251 水　　　　　　田 937 菊　池　正　巳

一　　　ノ　　沢 1251－1 溜　　　　　　池 258 国　（建設省）

長　　　　　　峯 1250 山　　　　　林 8864 今　川　は　っ

長　　　　　峯 1252 山　　　　　林 2051 園　部　耕　一

長　　　　　峯 1253 山　　　　　林 3448 大　枝　　　彪

長　　　　　峯 1254－1 山　　　　　　林 1087 菊　池　正　巳

長　　　　　峯 1254－2 山　　　　　林 133 菊　池　正　巳

長　　　　　峯 1255－1 山　　　　　林 1361 菊　池　正　巳

長　　　　　峯 1251－2 山　　　　　林 55 菊　池　正　巳

鶴　　　　　　巻 1290－2 山　　　　　林 1613 大　枝　　　彪

鶴　　　　　巻 1290－4 山　　　　　林 66 大　枝　　　彪

計 2．0533

〔注〕 （1－2）小林三衛『国有地入会権の研究』（1968年，東京大

（1－1）来栖三郎・加藤一郎編『民法学の現代的課題』一　　　　　学出版会）第3章国有地入会権の裁判347ページ以下。18

　　　　　　　　　　　　　　　　　　、?√遂X教授還暦記念1－（1972年，岩波書店）1ペー　　　　　の判決を取上げた。なお，第1章は，国有林野の形成・

ジ以下。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　展開と国有地入会権，第2章は，国有地入会権の存在形
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態である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所で，1964年11月20日和解が成立し，原告が被告などの

（1－3）わたくしは，国有地入会権の裁判だけでなく，他　　　　　　入会権を承認したことになり，最高裁判所の判決とは逆

の入会権の裁判にっいても，同じ方法論にもとついて，　　　　　の結果となった。このことは，追跡調査をしなければ，

書いている。「小繋の刑事事件と入会権」（茨城大学政経　　　　　わからなかった。前者にっいて，原告が「なぜ入会山林

学会雑誌7号，1960年），「小繋山の入会権とその紛争」　　　　　の共有持分を買ったのか」，買主としてのかれが「農民で

（法律時報35巻8号，1963年），「財産区と入会権」（茨城　　　　　あるのか，製炭業者であるのか，それとも，木材商人か

大学政経学会雑i誌9号，1961年），「新戸と入会権」（茨城　　　　　　もわからぬ」という疑問が戒能通孝から出されているが

大学政経学会雑誌26号，1970年），「戦後入会権裁判にお　　　　　（「分け地の慣習と入会権の存否」民商法雑誌37巻3号103

ける「分け地」に対する見解」（茨城大学人文学部紀要　　　　　　ページ），訴訟記録を見れば，明白である。原告は，農民

「社会科学」4号，1970年），「自作農創設特別措置法と入　　　　　　でも，製炭業者でも，木材商人でもなく，国鉄職員であ

会権」（茨城大学政経学会雑誌29号，1972年），「離村者と　　　　　り，共有持分を買ったのも，単純な動機で，終戦直後の

入会権」（同上）などである。とくに重要なのは，「分け　　　　　燃料が極度に欠乏していた時期に，なんとかしたい，と

地」，すなわち，入会地の分割利用にっいての裁判であり，　　　　　考えただけである。事件記録等保存規程9条1項，2項

最高裁判所の判決が出されているのは，新潟県東蒲原郡　　　　　にもとついて，後者の第1審裁判所である広島地方裁判

けしょう

三川村旧下条村取上の事件（1957年9月13日判決，民集11　　　　　所竹原支部に訴訟記録の特別保存を依頼したところ，好

巻1518ページ）と広島県三原市旧沼田東村釜山谷の事件　　　　　意的に受入れていただき，わたくしの目の前で，訴訟記

（1965年5月20日判決，民集19巻822ページ）である。い　　　　　録の表紙に，「永久保存」と朱記してくださった。また，

ずれも，地盤は，記名共有で，持分の移転がかなりおこ　　　　　前者の第1審裁判所の新潟地方裁判所にも依頼し，了承

なわれている。「分け地」の区域は，前者が一部分，後者　　　　　を得ている。なお，入会権とは異なるが，類似している

が大部分のちがいがあるが，それを利用できる者は，そ　　　　　農業水利権の裁判（1962年4月10日の最高裁判所判決，

こに居住して，一定の資格をそなえていなければならな　　　　　民集16巻699ページ）にっいて，「公水利用権の性質」（民

い点にっいては，共通である。前者にたいして，第1審，　　　　　商法雑誌47巻5号，1963年）を書いたさいにも，第1審

第2審とも，入会権であると肯定したが，最高裁判所　　　　　　の長野地方裁判所で，訴訟記録を閲覧し，かっ，特別保

（多数意見）は，これを否定して，第2審判決を破棄，差　　　　　　存の取扱について申請したが，その確認はとれていない。

戻した。後者に対して，第1審が入会権でなく，個人共　　　　　　その他の裁判所にも依頼しているが，個人では，限界が

有，すなわち民法上の共有であると判示したが，第2審　　　　　ある。法制史学会が訴訟記録の保存を検討していると聞

は，第1審判決を取消し，入会権の存在を認あた。この　　　　　いているが，期待したい。

判決は，入会権の利用形態の変遷を述べ，利用について　　　　（2－1－1）東茨城郡教育会編『東茨城郡誌』上巻（1927

の団体統制の有無を判断の基準として，結論を導き出し　　　　　年，東茨城郡教育会）279ページ。

ている。判断が的確であり，論旨も明解である。最高裁　　　　（2－1－2）菊池金光『東茨城郡大勢』（1909年，丸山舎書

判所は，全員一致で，第2審判決を支持した。入会地の　　　　　籍部）17ページ。民有地，町村其ノ他団体有，社有，寺

分割利用について，学説では，すでに広く承認されてい　　　　　有，国有と区分しているが，ここでは，私有，村有その

るが，裁判所，とくに最高裁判所は，曲折をへて，承認　　　　　他団体有，社寺有，国有と改めた。『東茨城郡誌』は，こ

するに至った。これにっいては，学説の成果を吸収して　　　　　れに依拠していると思われるが，民有の有租地だけしか

おり，上のような結論に達した，といえよう。「分け地」　　　　　あげていないし，官有地（1899年の国有林野法制定以降

をめぐって，最高裁判所は，前者にっいては，入会権を　　　　　は，国有地と称すべきである）にっいても，郡総計だけ

否定し，後者にっいては，肯定しているので，判例の変　　　　　である。民有有租地は，水田178町8反7畝5歩，畑343

更とみるべきであると考えられるが，最高裁判所は，「所　　　　　町1反6畝25歩，山林672町1反1畝20歩，原野47町2反

論引用の判例は事案を異にし本件に適切でない」と否定　　　　　　2畝24歩，宅地36町6反11歩で，『東茨城郡大勢』（23ペー

している。前者は，破棄差戻となったが，東京高等裁判　　　　　　ジ）と全く同じである。水田は，有租地が上回っている
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が，疑問である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水を守る会編『里山をまもる水戸・ゴルフ場開発阻止の

（2－1－3）大字のデータを郡誌などに求めることは，無　　　　　記録』（1991年，自治体研究社）参照。

理であろうが，『東茨城郡大勢」は，主な原野の名と面積　　　　（2－1－8）一坪運動にっいては，上掲のほか，小林三衛

をあげている。全隈の中山10町5反歩，東中山5町6反　　　　　「一坪運動の思想とその具現一水戸市の自然と水を守る会

歩（計16町1反歩），成沢の高峠7町8反旗大塚5町2　　　　　の行動」（東京経済大学会誌174号）97ページ以下参照。

反歩（計13町歩），開江の向原5町9反歩，木葉下の児ヶ　　　　　ただし，裁判には言及しなかった。

峰14町歩，片倉13町2反歩，鎌倉坂6町歩，笹ヶ平5町　　　　（2－1－9）高義満威は，1960年から1972年まで国労水戸

歩（計38町2反歩）である（合計73町2反歩，29～30ペー　　　　　地方本部執行委員長を勤めた人（『茨城県人事録』1997年

ジ）。原野全体の61．6％であるし，民有，国有の区別もわ　　　　　　版〈茨城新聞社〉）であるから，ゴルフ場造成に反対し

からないので，大字の比較はできない。　　　　　　　　　　　　ても，不思議ではないが，地元においては，積極的な推

（2－1－4）　『東茨城郡誌』は，町村基本財産の個所で，　　　　　　進者である。

1918年1月から1920年8月までの部落有財産統一整理状　　　　（2－1－10）この日，上告人，被上告人，それぞれの代理

況（田，畑，宅地，山林，原野，その他，穀物，金員）　　　　　　人は，出廷せず，傍聴席は，わたくし1人だけ，このよ

をあげているが（下巻1545～1547ページ。上下巻通しペー　　　　　うな中で，判決言渡を聞いた。それなりの意義があった，

ジ），山根村は，なにもない。　　　　　　　　　　　　　　　　と思っている。裁判官が壁に向って，判決言渡をするこ

（2－1－5）1日山根村の山林，原野の沿革，状況について，　　　　　とはなかった。

これ以上解明することは，困難である。村史が編纂され　　　　（2－3－1）産業廃棄物最終処分場建設に反対する運動に

ていないし，村是も見当たらない。古い土地台帳は，残っ　　　　　っいて，詳しくは，「産業廃棄物最終処分場建設に反対す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いの　ちﾄおらず，戦後にっくられたものがあるにすぎない。『水　　　　　る連絡会編『生命の水をまもる　水戸の産業廃棄物最終

戸市史』近現代編3巻とも，山林，原野については，旧　　　　　処分場建設反対運動の記録』（1997年，自治体研究社）参

山根村だけでなく，すべて完全に欠落している。市史編　　　　　照。「運動の経過と意義，今後の課題」，各団体，個人の

纂室に聞いても，答が得られない。　　　　　　　　　　　　　　活動と意見，特別寄稿として，「焼く，捨てることからの

（2－1－6）日本は，最大の木材輸入国である。「日本は，　　　　　脱却を」（フェリス女学院大学教授本間慎），「いのちの水

高コスト低収益の国内林業の不振の裏で木材需要の70％　　　　　　を守る」（日の出の森・水・命の会田島喜代恵），「産業廃

以上を輸入に依存し，針葉樹材を北米，ロシアから，広　　　　　　棄物最終処分場建設反対運動にっいて」（那須町黒田健康

葉樹材を東南アジアから輸入している。熱帯広葉樹材の　　　　　を守る会渡辺政一），資料として，県知事・県議会・市長・

日本の輸入量は先進国の総輸入量の約半分，国際市場で　　　　　市議会へ②要請書・陳情書，シンポジウムのレジュメ，

の総取引料の約29％を占める（1986年）。そして日本は，　　　　　新いばらき“県民論壇”　「水源地と産業廃棄物最終処分

　　　　　　　　　　　　　　　　　oM帯丸太材の90％以上をマレーシア（ボルネオ島）のサ　　　　　場」，「産業廃棄物最終処分場の建設にあたって考慮すべ

ラワク州，サバ州から輸入している」（長谷川成海「マレー　　　　　き基準の再考」（投書），水戸市長から茨城県知事に対す

シア・サラワク州の森林伐採と先住民の慣習的権利」農　　　　　　る「廃棄物処理施設の設置に係る事業計画に対する意見

業法研究28号179ページ）。シベリアでは，タイガの針葉　　　　　　について」，「産業廃棄物最終処分場の不許可にっいて」

樹が幼齢木を含めて，ブルドーザーで切倒され，その結　　　　　（茨城県生活環境部廃棄物対策課），主な新聞記事，その

果，永久凍土が直射日光をうけて，解け出し，沼となり，　　　　　他を収録している。

次第に広がり，他の沼とも連なって，拡大し，それが流　　　　（2－3－2）議長あてに提出した陳情書は，総務環境委員

出し，塩分が含まれているので，塩害を及ぼしている，　　　　　会に付託された。総務環境委員会は，毎回，継続審議を

という。その丸太の大半を日本が輸入している。日本が　　　　　繰返し，決して採決しない。抗議文を提出したが，それ

輸入しなければ，このような状況にならなかった，と思　　　　　でも同じである。採決しないのは，採決すれば，採択さ

　　　　　　　　　　　　‘
墲黷驕B　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れる見通しがあり，そうなると，困る有力議員が動いて

（2－1－7）この運動の経過にっいては，水戸市の自然と　　　　　いるのではないか，と推測された。県知事が不許可処分
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にした後，年が明けて間もなく，議会事務局から電話が　　　　　に諮った不許可の決定を議会事務局の係員が知らせにく

かかり，不許可処分が出て，陳情書を採決する意味がな　　　　　る。係員と若干問答して，帰宅する。ゴルフ場造成反対

くなったので，取下げてほしい，といっそきた。協議し　　　　　運動以来，30回にはなったであろう。徒労といえば，そ

なければ，答えられない，と電話を切った。この申出は，　　　　　うかもしれない。しかし，傍聴がすぐ実現できなくても，

事務局の発想ではなく，委員長か有力委員の意向であろ，　　　　委員会非公開の違法性，不当性を打破し，先進自治体の

う。2回の陳情書，面接・電話・手紙による重ね重ねの　　　　　ように，委員会公開を獲i得する運動に連なるようにした

要請，辞を低くして，「お願いします」といってきた懇請，　　　　　いという思いがあった。水戸市議会は，「委員会の許可を

採決を待ちあぐねて，提出した抗議文，これらをすべて　　　　　得た者が傍聴することができる」というポーズをとって

無視し，愚弄した委員会がどの面して，取下げてほしい　　　　　いるだけで，実質的には，非公開を貫いていたが，その

といえるのか。厚顔無恥というほかない。あまりに馬鹿　　　　　理由は，表面上，会場が狭くて，傍聴者をあまり入れる

馬鹿しくて，返事は黙否した。任期が終るまで，委員会　　　　　余裕がない，新聞記者の取材を認め，間接公開になって

で毎回継続審議の議決を繰返したはずである。　　　　　　　　　おり，新聞を見ればわかるなどとしている。しかし，こ

連絡会は，陳情書の付託をうけた総務環境委員会がど　　　　　れらは，全く理由になっていない。会場が狭いというが，

のような審議をするか，見極めるたあに，傍聴しよう，　　　　　5人ないし10人入れないはずはないし，希望者が多けれ

と相談した。委員会の傍聴は，形式的には，可能であり，　　　　　ば，先着順とか抽選とかにすればよい。間接公開といっ

水戸市議会委員会条例（1967年）に，「委員会は，議員の　　　　　ても，記者がすべての委員会を取材するとは限らないし，

ほか，委員長の許可を得た者が傍聴することができる」　　　　　取材したものをすべて報道することはできないであろう。

（19条1項）と規定されている。「委員会傍聴許可願」と　　　　　本当の理由は，漏れ聞くところによると，傍聴者がいて

いう用紙が印刷されており，これに傍聴年月日・住所・　　　　　は，審議しにくいということにあるらしい。発言したこ

氏名・生年月日・理由・備考を記入して，事務局に提出　　　　　とがすべて知られると困るし，発言しないことが知られ

する。委員長は，委員会のはじめに，許可するかどうか　　　　　ても困るなど，議員の都合によるのであろう。しかし，

を諮って，決めることになっているようである。ただし，　　　　　この違法性，不当性を固執しっづけることができなくな

この段階で，許可した例はない，という。したがって，　　　　　り，2001年10月1日から，当り前の公開制をとることに

実質的には，傍聴ができない。わたくしは，1995年6月　　　　　なった。

から1996年12月まで，総務委員会が開かれるたび，議会　　　　（2－3－3）行政不明審査にっいて，『生命の水を守る』は，

閉会中も含めて，毎回，その4，5日前に「委員会傍聴許　　　　　連絡会が厚生大臣に陳情したこと，その全文，厚生省と

可願」を提出し，当日，委員会の開催前に，議場のある　　　　　2回交渉したこと以外は，ふれていない。発行年月の関

6階ロビーで，待機している。そこに，委員長が委員会　　　　　係でやむをえない。


